
高知県高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業支援計画の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○各分野の関連計画と整合性を図りながら一体的に取組を進める
２．計画の進捗管理

県民の誰もが住み慣れた地域で、健やかで心豊かに
安心して暮らし続けることができる高知県へ

高齢者保健福祉計画
（老人福祉法第20条の９）

本県における高齢者の
保健福祉の向上を図る計画

介護保険事業支援計画
（介護保険法第118条）
市町村の介護保険事業計
画の達成を支援する計画

一体的に策定

よさこい健康プラン21
県民の健康増進

を図る

高知県保健医療計画
　医療の効率的な提供を

推進するための計画

日本一の健康
長寿県構想

保健・医療・福祉各分野
の課題解決

高知県地域
福祉支援計画

地域福祉を推進
するための県の指針

３．計画の構成

法令等の根拠
計画の性格と位置付け　など

第１節　高齢者等の現状と将来推計
第２節　介護保険等の現状と将来推計　

第１節　計画の基本的な考え方
第２節　高知型地域共生社会の実現　
第３節　高知版地域包括ケアシステムの深化・推進
　　「高知型地域共生社会」の実現
　　中山間地域の高齢者の生活を支える体制・仕組みづくり
　　高齢者の健康づくり・元気づくりの推進
　　高齢者の日常生活を支える仕組みづくり　　など
第４節　総合的な認知症施策の推進
第５節　介護人材の確保と介護現場の生産性・サービスの向上
第６節　南海トラフ地震等災害対策と感染症対策 1

資料２

法令等の根拠 ○高齢者保健福祉計画・・・老人福祉法第20条の９（老人福祉計画）
○介護保険事業支援計画・・・介護保険法第118条

計画の性格と位置づけ
○高齢者の保健福祉の向上を図る「高齢者保健福祉計画」と、市町村の介護保険事業　
　計画の達成を支援する 「介護保険事業支援計画」を一体的に作成し、県の指針とする
　もの

計画期間 ○令和６年度から令和８年度までの３年間

基本理念 ○県民の誰もが住み慣れた地域で安心して健やかに、ともに支え合いながらいきいきと暮ら　
　し続けることのできる高知県を目指す。

現状・課題

○高齢者を支える現役世代が減少する一方で、独居の高齢者や認知症高齢者など、介
　護サービスの利用者の増加が見込まれ、安定的に生活し続けるために介護サービスの
　確保が必要となっている。
○高齢者が住み慣れた地域で尊厳をもっていきいきと暮らしていくためには、それぞれの地
　域の実情に合った住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包
　括ケアシステムの深化・推進が求められる。
○在宅サービスを支えるホームヘルパーの高齢化など、特に中山間地域における介護人材
　の確保は喫緊の課題であり、福祉人材の確保に向けて、若い世代に選ばれる「魅力あ
　る福祉職場」づくりの推進が急務となっている。

目指す方向

１　地域の包括的な支援・サービス基盤づくり 
　医療・介護・介護予防・住まい・生活支援といったサービスが包括的に提供されるよう、限りある
社会資源を効率的かつ効果的に活用しながら、県内のどこに住んでいても、在宅であっても施設
であっても、その人の状態に応じた、自立と尊厳を支えるサービスが受けられる高知版地域包括ケ
アシステムの構築を目指します。 

２　在宅療養体制の充実
　医療・介護サービスを確保するとともに、医療と介護の連携を強化することにより、在宅生活を希
望する医療や介護が必要な方が、住み慣れた地域で安心して療養し、暮らし続けられる体制を
目指します。 
３　いつまでも元気で暮らせる地域づくり
  住民主体の健康づくりや介護予防の仕組みづくりを推進するとともに、地域における生きがいづく
りや社会参加への支援を行い、県民の誰もが自ら進んで健康づくりや生きがいづくりに取り組み、
地域住民の力を生かした支え合いの仕組みづくりを推進し、高齢者が地域を支える一員として元
気に活躍できる地域を目指します。 
４　質の高い介護サービスの提供体制づくり
　高齢化の進展により増大する介護ニーズに対応できるよう、介護サービスの質の確保や向上、
介護人材の安定的な確保に取り組み、質の高い介護サービスが提供される体制づくりを目指しま
す。 

１．計画策定の趣旨

第１章　計画策定の趣旨等

第２章　高齢者の現状と将来推計等

第３章　高齢者保健福祉施策とその推進



192
206

218
240 245 241 234 225 224 216

205

23.6%
25.9%

28.8%
32.9%

35.5% 37.2%
38.5%

39.7%
42.5%

44.4% 45.6%

150

200

250

300

平
成
12
年

平
成
17
年

平
成
22
年

平
成
27
年

令
和
２
年

令
和
７
年

令
和
12
年

令
和
17
年

令
和
22
年

令
和
27
年

令
和
32
年

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

【高齢者の将来推計人口（高知県）】

高齢者人口 高齢化率

（
千
人
）

４．高齢者等の現状と将来推計
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（注）総人口に占める６５歳以上の割合を示したもの。 
　資料：令和２年以前は国勢調査結果（総務省統計局）、令和４年は人口推計（令和４年10月１日現在）
　　（総務省統計局） 
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資料：市町村推計の集計結果（令和５年12月推計時点） 資料：令和２年以前は国勢調査結果（総務省統計局）
　　　令和７年以降は都道府県の将来推計人口　（令和５年12月 国立社会保障・人口問題研究所） 
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全国平均 65.5% 338.2人/k㎡ 0.5003451.5% 1,195.2床28.6% 11.7%12.1% 3,345千円

（注）全国平均との比較値は、全国平均値を０とした場合の高知県の値を百分率で示したもの。 
　資料：「森林面積割合、人口密度、１０万人当たりの病床数、県民所得、財政力指数」 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…令和５年度版「県勢の主要指標」（高知県統計分析課） 
　　　　　「過疎市町村の割合」 …令和３年度版「過疎対策の現況」（総務省地域力創造グループ過疎対策室） 
　　　　　「高齢者の人口割合、高齢単身世帯の割合、高齢夫婦世帯の割合」 …令和２年国勢調査結果(総務省統計局） 
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４．介護保険等の現状と将来推計

資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 、市町村推計の集計結果（令和６年３月推計） 

※　居宅介護サービスであった小規模の通所介護が、平成２８年度から地域密着型サービスに移行。
　　　資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 3



3,345 
5,878 7,134 5,578 5,782 6,180 5,695 5,755 5,814 5,836 5,945 5,933 5,950 6,193 5,940 5,228 

2,021 4,238 5,367 5,396 5,230 5,496 5,425 5,606 5,769 5,761 5,749 5,883 5,727 5,019 6,900 

10,109 
7,991 6,846 

8,337 
9,802 10,116 10,701 10,807 10,775 10,909 10,918 10,970 11,359 11,334 

9,857 

4,197 

4,957 
5,854 6,309 

6,849 
7,279 7,788 7,751 7,636 7,381 7,397 7,459 7,468 7,654 7,809 

6,706 

3,199 

3,838 
5,013 5,601 

5,931 
5,975 6,158 6,405 6,358 6,247 6,305 6,316 6,344 6,477 6,630 

5,684 

3,562 

4,162 

4,446 5,384 

5,910 
6,204 6,518 

6,795 6,790 6,834 6,987 7,007 7,037 
7,181 7,497 

6,389 

3,257 

4,370 

5,207 
6,066 

6,463 
5,979 5,765 5,212 5,108 4,923 5,000 5,025 5,030 

5,097 5,242 

4,491 

24,460 

33,314 

37,666 
40,022 

44,639 
46,815 47,270 48,115 47,938 47,602 48,312 48,419 48,548 

49,844 50,179 

43,374 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 
（人）

平成12年

10月

平成15年

10月

平成18年

10月

平成21年

10月

平成24年

10月

平成27年

10月

平成30年

10月

令和３年

10月

令和４年

10月

令和５年

10月

令和６

年度

令和７

年度

令和８

年度

令和12

年度

令和22

年度

令和32

年度

2.00 

2.10 

2.20 

2.30 

2.40 

2.50 

2.60 

2.70 

2.80 

2.90 

3.00 【要介護（要支援）認定者数の推計】
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４．介護保険等の現状と将来推計

※　要介護（要支援）認定者数には、第１号被保険者とともに第２号被保険者を含んでいる。
資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 市町村推計の集計結果（令和５年12月推計時点） 

※　要介護認定者数に対する居宅及び施設のサービス利用者数の割合を示したもの 
資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 

施設区分

令和５年10月1日現在の整備状況
全施設 個室・ユニット型施設
定員数 定員数 割合
（A） （B) （B)／（A)

　指定介護老人福祉施設 4,239 1,674 39.5%
　地域密着型介護老人福祉施設 212 154 72.6%

小計 4,451 1,828 41.1%
　介護老人保健施設 1,999 0 0.0%
　介護療養型医療施設 121 0 0.0%
　介護医療院 1,822 0 0.0%

合計 8,393 3,656 43.6%
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居宅介護サービス利用率

【サービス利用率の分布状況（全国）（令和５年10月サービス分）】
【介護保険４施設の個室・ユニット化の推進】
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４．介護保険等の現状と将来推計

　資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局）市町村推計の集計結果（令和６年３月推計） 資料：介護保険事業状況報告（厚生労働省老健局） 

【地域密着型サービスの課題と今後の方向】
●  各地域で必要となる地域密着型サービスの整備が進んでいるが、町村部においては「通い」・「訪問」・「泊まり」を組み合わせた小規模多機能型居宅介護など、多様なニーズに対応できる複合　
　　的なサービスが十分整備されているとはいえない状況も見られる。
●  グループホームや複合的なサービスなど、市町村において地域の実情に応じたサービス提供体制の充実に向け、引き続き地域のニーズに応じた基盤整備の支援に取り組む。

【居宅介護サービスの課題と今後の方向】
●　高齢者を支える現役世代が減少する一方で、独居や認知症高齢者など、居宅介護サービス
の利用者数の増加が見込まれ、安定的に生活し続けられる介護サービスの確保が必要となってい
る。
　
●  また、中山間地域を中心に介護人材の確保やサービスの維持が課題となっており、サービスの
基盤を支える人材の育成や質を確保しながら、限られた人材で効率的なサービス提供体制の確
保策について適切な支援を行っていく必要がある。

●　介護サービス基盤の整備への支援のほか、条件が不利な中山間地域へのサービス提供や新　
　規雇用への支援により、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活ができるようサービスの充実を
　目指していく。　　

【施設介護サービスの課題と今後の方向】
●　第８期計画期間中には、特別養護老人ホームの整備はなかった（30床増床予定
    が物価高騰により延期）が、後期高齢者の増加に伴い、要介護者の増加や重度化が
    見込まれることから、地域密着型を含めた居住系サービスの整備を勘案しながら必要と
    なる施設整備を進めていく必要がある。

●  一方で山間部の介護保険施設では高齢者の減少により、定員数を削減する施設があ
   り、中長期的な高齢者の動向を把握しながら、ニーズに応じた適切な施設規模への見直
   しを行っていく必要がある。

●  また、介護保険施設における人材の確保については、ＩＣＴ機器の導入などにより介護
    職員の負担軽減を図りながら質の高いサービス提供が可能となるよう引き続き支援を行っ
    ていく。
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高知県高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業支援計画の基本的な考え方
～高知版地域包括ケアシステムの深化・推進～

医療・介護・介護予防・住まい・生活支援といったサービスが包括的に提供され、高知県内のどこに住んでいても、在宅であっても施設であっても、その人の状態に応じ
た自立した日常生活が確保される「高知県版地域包括ケアシステム」構築の取組をさらに深化・推進していくことで、高齢者が住み慣れた地域で安心して健やかに、
ともに支え合いながらいきいきと暮らし続けることのできる高知県を目指していく。

計画期間中の重点的な取組のポイント

Point①　　地域の包括的な支援・サービス基盤づくり
▶地域包括支援センターの機能強化：複雑困難な課題などに対するための対応力の強化
▶地域ニーズに応じた介護サービス提供体制の確保：地域ニーズに応じた複合的なサービスの整備促進、多様な主体による総合事業の充実
▶家族介護者への支援：家族介護者（ヤングケアラー含む）への支援　
▶中山間地域の高齢者の生活を支える体制・仕組みづくり　　訪問看護師の派遣調整体制の整備、中山間地域介護サービス確保対策事業の実施　　

Point④　　質の高い介護サービスの提供体制づくり
▶若い世代に向けた魅力発信（ネガティブイメージの払拭）：介護の仕事のイメージや社会的評価に向けた情報発信、関係団体との連携による福祉教育
▶多様な人材の参入促進：外国人介護人材の受入拡大　
▶人材育成、キャリアパスの構築：高知県全体の福祉研修体系の強化
▶介護事業所の生産性の向上：ICT機器導入促進などの生産性向上、経営の協働化、大規模化に向けた支援
▶サービスの質の向上と介護現場の安全性の確保：職員の資質向上に向けた研修の実施、事業者情報公表、事業所への相談援助・フォローアップ体制強化

Point③　　いつまでも元気で暮らせる地域づくり
▶地域ニーズに応じた介護サービス提供体制の確保（再掲）：地域ニーズに応じた複合的なサービスの整備促進、多様な主体による総合事業の充実
▶介護予防の推進：専門職団体と連携した効果的な介護予防の推進、フレイル予防の推進
▶地域での支え合いの仕組みづくりの推進：生活支援体制整備の強化・促進　　
▶地域の担い手づくりの推進：ボランティア活動への支援　　　
▶生きがい活動等への参加促進：老人クラブ活動活性化への支援、ねんりんピック等生きがい活動参加への支援
▶高齢者の住まいの確保と普及：サービスと一体的な高齢者の住まいの整備及び確保
▶サービスの質の向上と介護現場の安全性の確保：職員の資質向上に向けた研修の実施
▶総合的な認知症施策の推進：認知症理解の促進、医療従事者等の認知症対応力向上の促進、介護者の負担軽減への支援、チームオレンジの設置促進

Point②　　在宅療養体制の充実
▶医療と介護の連携強化：情報基盤の利用促進による高齢者の自立支援や重度化防止への適切な支援体制の充実、入退院時から在宅療養に至るまでの
　切れ目のない継続的な療養体制の確保
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